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の利用（同法 40 条）、時事の事件の報道のための利用（同法 41 条）、裁判手続等における
複製（同法 42 条）という公共政策的な使用がある。また、他法との関係で、行政機関情報
公開法等による開示のための利用（同法 42 条の 2）、公文書管理法等による保存等のための
利用（同法 42 条の 3）、国立国会図書館法によるインターネット資料の収集のための複製（同
法 42 条の 4）による使用がある。なお、公表された著作物は、二次的著作物の翻訳、翻案
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複製する場合は著作権者に対し補償金の支払いが必要である（著作権法 30 条 2 項）。また、
コピープロテクション等技術的保護手段の回避装置などを使って行う複製については、私
的使用の複製でも著作権者の許諾が必要である(注 11)。また、著作権の制限は公表された著















み替えて準用する（著作権法 86 条 1 項）。企業情報の開示と出版権の制限と関わる行政機
関情報公開法等による開示のための利用は、著作権法 42 条の 2 が準用されている。出版権
の制限は著作権の制限における著作者への通知補償金の支払いの規定を準用していないが、









たは有線放送の利用について準用する（著作権法 102 条 1 項）。企業情報の開示と著作隣接
権の制限と関わる行政機関情報公開法等による開示のための利用は、著作権法 42 条の 2 が
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することに同意したものとみなすことによる（著作権 18 条 3 項）(注 12)。行政文書と法人







書と法人文書になる（行政機関情報公開法 7 条、独立行政法人等情報公開法 7 条）。 
氏名表示権の制限は、著作物の利用の目的および態様に照らし著作者が創作者であるこ
とを主張する利益を害するおそれがないと認められるときは、公正な慣行に反しない限り、




きは、氏名表示権は適用されない（同法 19 条 4 項 1 号）。そして、部分開示において、行
政機関情報公開法 6 条 2 項の規定、独立行政法人等情報公開法 6 条 2 項の規定または情報
公開条例の規定で行政機関情報公開法 6 条 2 項の規定に相当するものにより行政機関の長、
独立行政法人等または地方公共団体の機関もしくは地方独立行政法人が著作物を公衆に提
供し、または提示する場合において、当該著作物の著作者名の表示を省略することとなる
ときも同様に氏名表示権は適用されない（同法 19 条 4 項 1 号）。 
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ころに従って実演家名を表示するときになる（同法 90 条の 2 第 4 項 1 号）。また、部分開
示において、行政機関情報公開法 6 条 2 項の規定、独立行政法人等情報公開法 6 条 2 項の
規定または情報公開条例の規定で行政機関情報公開法 6 条 2 項の規定に相当するものによ
り行政機関の長、独立行政法人等または地方公共団体の機関もしくは地方独立行政法人が
実演を公衆に提供し、または提示する場合において、当該実演の実演家名の表示を省略す
ることとなるときも、氏名表示権は制限される（同法 90 条の 2 第 4 項 2 号）。同一性保持
権の制限は、実演の性質ならびにその利用の目的および態様に照らしやむを得ないと認め
られる改変または公正な慣行に反しないと認められる改変については、同一性保持権の適












権の設定の裁定（同法 83 条）、公共の利益のための通常実施権の設定の裁定（同法 93 条）
がある。上記の特許権の制限において、特許権の効力が及ばない範囲の 2) は緊急時の特許
権の制限といってよい。裁定実施権制度は、本稿が想定する緊急時の特許権の制限とはい
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特許法は、情報公開法との抵触規定（特許法 186 条 3 項）と個人情報保護法との抵触規




























利用（著作権法 30 条の 4）および情報通信技術を利用した情報提供の準備に必要な情報処
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の性質」、情報通信学会誌、Vol.28、No.3（2010 年）1～12 頁。 
（注5） 情報セキュリティ製品の強制認証制度 
http://www.cnca.gov.cn/cnca/zwxx/ggxx/162051.shtml（2014/1 /31 アクセス） 
（注6） 宇賀克也『情報公開の理論と実務』（有斐閣、2005 年）107~108 頁。 
（注7） 兒玉晴男「ソフトウェアのソースコードの開示に関する課題」知識財産研究 Vol.4、No.4
（韓国知識財産研究院、2009 年）124～143 頁。 
（注8） 児玉晴男「知的財産権と知る権利との抵触に関する問題」、パテント、Vol.66、No.6、
（2013 年）72～78 頁。 
（注9） 金井重彦・小倉秀夫『著作権法コンメンタール〈上巻〉1 条~74 条』（東京布井出版、
2000 年）366 頁。 
（注10） Thomas Dreier（山本隆司訳）「講演録 著作権制度の将来像―デジタル;環境下での権利
の制限―」（ALAI 日本支部、2003 年）5～6 頁、27 頁。 
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（注12） 当該著作物に係る歴史公文書等が行政機関の長から公文書管理法 8 条 1 項の規定によ
り国立公文書館等に移管された場合にあっては、「公文書等の管理に関する法律」（公文書
管理法）16 条 1 項の規定により国立公文書館等の長が当該著作物を公衆に提供し、または
提示することを含む。 
（注13） 特許出願にあたって、発明者の氏名が掲載される（特許法 36 条 1 項 2 号）。また、特
許権の設定の登録、すなわち権利が発生したとき、特許公報に、発明者の氏名が掲載され
る（同法 66 条 3 項 3 号）。 
